
青森県

50

現状の水害リスク情報や取り組み状況の共有_資料
https://www.pref.aomori.lg.jp/soshiki/kendo/kasensabo/files/sanpachi_kamikita_gentaikyou01_06.pdf

取組概要

出 典

取組機関 連携機関

関係機関が連携した実働水防訓練の実施
（水防資材の点検管理含む）

なし

河川の巡視・点検

水防広報訓練への参加 水防資材の備蓄



中部地方整備局

51

中部地方整備局館内｜流域治水プロジェクト（令和4年2月）
https://www.cbr.mlit.go.jp/ryuiki_chisui/data/zireisyuu_202202.pdf

取組概要

出 典

取組機関 連携機関

想定最大規模洪水を踏まえた施設浸水を想定した業務継続計
画等の検討

浜松商工会議所

【天竜川水系天竜川】
企業BCP（水害版）作成支援の取組

浸水被害の軽減・早期復旧を図るための取り組みとして、浜松市の地域経済を支える浜

松商工会議所の所属企業を対象に、企業BCP（水害版）作成支援の勉強会を開催し、約15
社の作成支援を行った事例。



関東地方整備局 京浜河川事務所
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京浜河川事務所｜R5.6.5-R5.6.16実施 多摩川・鶴見川・相模川共同点検の概要
https://www.cbr.mlit.go.jp/ryuiki_chisui/data/zireisyuu_202202.pdf

取組概要

出 典

取組機関 連携機関

重要水防箇所の情報共有と関係市町等との共同点検の実施

なし



三重県亀山市、京都府木津川市

53

国土交通省＿流域治水優良事例集
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

取組概要

出 典

取組機関 連携機関

排水施設等の検討・整備

国土交通省、京都府
（取組機関・京都府木津川市）

近年、ゲリラ豪雨の多発化や台風の巨大化により、浸水被害のリスクが増大している。こ

の状況を受け、都市下水路の底張りコンクリート施工を実施し、水位警報機の動作確認な
どの防災訓練を住民と協力して行うなど、浸水対策に力を入れている事例。

淀川流域治水プロジェクトに既設排水ポンプ施設の機能増強を位置づけ、緊急自然災害

防止対策事業債を活用し、整備を推進している事例。

底張コンクリート 竜川水位警報器点検

小川内水対策事業



愛知県岡崎市
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国土交通省＿流域治水優良事例集
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

取組概要

出 典

取組機関 連携機関

排水設備の耐水化の強化

被害対象を減少させるための対策として、「止水板等設置工事費補助制度」を創設。市街

化区域内にて浸水実績及び氾濫解析により浸水被害の恐れのある建物に止水板等を設置
する市民に対し補助金を交付することで、浸水被害の防止又は軽減を図っている事例。

リーフレット配布

（住民）

止水板の設置状況

PRポイント
対象建築物に止水板等を設置する工事及び設置に伴う関連工事に係る費用の
1/2（上限50万円）の補助金交付



長野県 クリーンピア千曲、
山元浄化センター
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国土交通省｜気候変動を踏まえた都市浸水対策に関する検討会 参考資料
https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewerage/content/001391836.pdf

出 典

取組機関 連携機関

排水設備の耐水化の強化

長野県 クリーンピア千曲

なし

止水板の設置状況

マニュアル、参考資料の紹介

効率的・効果的な対策手法の例

 クリーンピア千曲では、令和元年東日本台風に伴う千曲川の氾濫によって施設周辺が２．６ｍ程度浸水。
 約1４万人の処理人口を有するとともに、約25mの揚程のポンプを保有することから、揚水機能の確

保を目的にL1の想定浸水深に対して、以下の方針で耐水化を実施。
【ポンプ棟】・１Fの床面には機器搬入等の開口部が数多く設置されていることから、建物全体を耐水化
【管理棟】 ・建築基準法の遵守（採光、排煙等）のため、１Fの執務室等の居室に開口部を設ける必要がある

ことから、１Fは浸水を許容する構造とする。
・受電設備等の重要な機能の区画については浸水深以上への設置や防水扉によって浸水を防
除

 山元浄化センターでは、東日本大震災による津波によって施設周辺が５．２ｍ程度浸水。
 電気室が設置されている管理棟では以下の２つに区切って耐水化を実施
・制御ゾーン：電気室、制御室

⇒受電設備、運転制御機器を守るため、外壁及び電気室への入り口を耐水化
・管理ゾーン：事務室、作業員控室、水質試験室

⇒浸水を許容（各種法令を遵守するため、防火・避難の観点から関連窓の閉塞等が困難）



三郷町
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取組概要

取組機関 連携機関

排水設備の耐水化の強化

なし

令和４年度より、浸水常襲地域である惣持寺地区において地下調整池（計画貯水量

16,500㎥）を整備を開始し、R６年度に竣工した事例。
（平成２９年１０月台風２９号 惣持寺地区浸水実績）→浸水面積約30,000㎡、床上浸水
11棟、床下浸水14棟。

雨水幹線の排水系統の切替工事をR6年度より実施。

排水区を二つに分けることで浸水の解消を図る。
（R６年度より実施、R7年度完了予定。）

惣持寺地区調整地については、竣工時に地元住民・

町内小学生や他府県からの学生の見学会等も実施し、
浸水対策事業についての周知の場を設けた。



大規模工場等への浸水リスクの説明
大規模工場等への水害対策等の啓発活動

国土交通省
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右図 河川対策、流域対策、ソフト対策の共有と検討について
https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000784865.pdf

取組概要

出 典

取組機関 連携機関

大規模工場や民間企業等に対して、浸水リスク等の説明会を実施している事例。

なし

左図 企業防災セミナー 水災害時における企業の自衛水防促進に向けて
https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000101154.pdf



浸水被害軽減地区の検討

岐阜県輪之内町

58

取組概要

取組機関 連携機関

「浸水被害軽減地区」とは洪水浸水想定区域内で、浸水の拡大を抑制する効果があると

認められる輪中提の盛土構造物、自然堤防等を水防管理者が指定し保全を図るものであ
る。浸水被害軽減地区として指定し、浸水被害を軽減する盛土を説明する看板を設置した
事例。

国土交通省

国土交通省＿流域治水優良事例集
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

出 典



適切な土地利用の促進、周知

福岡県久留米市
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取組概要

取組機関 連携機関

福岡県久留米市では、令和３年９月に都市再生特別措置法に基づく立地適正化計画を改

正し、防災指針を位置付けた。頻発する水災害に対し、防災・減災対策の取組方針及び地域
ごとの課題に即した取組を定めている事例。居住誘導区域内は地域別のリスク傾向を図上
で表現。

国土交通省、福岡県

国土交通省＿流域治水優良事例集
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/index.html

出 典



樋門、樋管等の人員等の運用体制の確保

60

取組概要

取組機関 連携機関 なし

滋賀県｜河川技術論文集,第 27 巻（令和3年6月）
https://www.jstage.jst.go.jp/article/river/27/0/27_PS3-14/_pdf/-char/ja

出 典

 アラート機能により、基準水位の到達を迅速に発見
 作業の省力化が可能
 場所を他わず利用可能

中国地方整備局 倉治河川国道事務所

活用の利点

国土交通省 中国地方整備局 倉治河川国道事務所では、天神川水系における樋門等の

管理・操作を少人数で実施。出水時の作業の効率化を目的に、樋門操作支援ツールが作成
され、水位情報等の情報集約作業が簡略化された他、作業状況を一元化されたことにより、
複数の樋門等を同時に管理することが容易になった事例。



改正水防法への理解促進、浸水実績図の公表に向けた仕組み
づくり

61

取組概要

取組機関 連携機関 なし

大和郡山市HP
https://www.city.yamatokoriyama.lg.jp/material/files/group/5/suigai.pdf

出 典

大和郡山市が発行するハザードマップでは、水害編において浸水実績図を公表し、「過

去の災害に学び、これからの災害に備えること」を呼び掛けている事例。

大和郡山市

大和郡山市で起きた過去の水害

「災害を「知る」 - 大和郡山市」

浸水実績図



水位周知河川外における発令基準検討

五條市、宇陀市
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取組概要

取組機関 連携機関

気象庁が公表するキキクルでは、流域雨量指数※を用いて洪水災害リスクの高まりを評

価することができる。奈良県五條市と宇陀市では、このキキクルによる洪水災害リスクの評
価を参考に、避難指示の発令を判断。

気象庁

洪水キキクル（洪水警報の危険度分布）（国土交通省 気象庁）
https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/riskmap_flood.html

出 典

キキクルにおける洪水警報の危険度分布 （出典：気象庁ホームページ）

洪水災害リスクの評価基準の要素・設定手法 （出典：気象庁ホームページ）



ため池ハザードマップの作成、周知

吉野町、下市町
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吉野町＿防災重点ため池
https://www.town.yoshino.nara.jp/chomin/shoubou/post-70.html

取組概要

出 典

取組機関 連携機関

具体的な事例として、吉野町や下市町では、ホームページにおいて、地区ごとのため池ハ

ザードマップおよび活用方法、避難所、避難方向等を公開。

なし

下市町＿ため池ハザードマップの公表について
https://www.town.shimoichi.lg.jp/0000001076.html



取組機関 連携機関

64

避難行動要支援者の避難支援体制の整備

なし五條市、宇陀市

具体的な事例として、五條市では、広報五條（令和4年9月）にて避難支援個別計画につ

いて特集を掲載。また、宇陀市では、災害時要支援者に対する紹介ページを作成し、理解促
進に努めている事例。

取組概要

五條市＿広報五條（2022年9月）避難支援個別計画
https://www.city.gojo.lg.jp/material/files/group/2/koho_2022_09.pdf

出 典

宇陀市＿災害時の要援護者を守りましょう
https://www.city.uda.nara.jp/kikikanri/kurashi/bousai/bousai/youengosha.html

五條市では広報にて避難支援個別計
画について特集

宇陀市では、要援護者の説明や支援方法
等を紹介



取組機関 連携機関
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避難所における感染症対策

なし宇陀市、大淀町

具体的な事例として、宇陀市では、令和４年2月に地域防災計画を修正した際に避難所

等における新型コロナウイルス感染症対策に関する内容を追加。また、大淀町では、令和2
年6月に感染症対策を盛り込んだ避難所運営マニュアルを作成。

取組概要

宇陀市＿宇陀市地域防災計画（令和４年２月）
https://www.city.uda.nara.jp/kikikanri/saigai/bousaikekaku.html

出 典

大淀町＿避難所運営マニュアル（感染症対策バージョン）（令和２年６月）
http://www.town.oyodo.lg.jp/contents_detail.php?co=cat&frmId=1004&frmCd=6-10-4-0-0

大淀町では、令和2年6月に感染症対策を
盛り込んだ避難所運営マニュアルを作成

宇陀市では、令和4年2月の修正
にて避難所等における新型コロナ
ウイルス感染症対策に関する内容
を追加



取組機関 連携機関

66

出 典

メール情報配信システムの構築、利用登録促進

なし吉野町、大淀町

具体的な事例として、吉野町では、「吉野町メール配信サービス」、また、大淀町では、「大

淀町モバイルメール」を提供しており、利用案内や操作方法等をホームページで周知。

吉野町＿広報よしの（2022年6月）
http://www.town.yoshino.nara.jp/about/2022_06.pdf

大淀町＿大淀町モバイルメール
https://www.town.oyodo.lg.jp/contents_detail.php?frmId=980

大淀町＿大淀町地震・洪水ハザードマップ
https://www.town.oyodo.lg.jp/contents_detail.php?frmId=390

取組概要

吉野町では吉野町メール配信
サービス等を提供

大淀町では大淀町モバイルメール等
を提供



高齢者福祉部局への協議会等の情報提供や、地区防災計画の
作成、防災リーダー育成の支援など、共助の仕組みの強化

67

取組概要

取組機関 連携機関

鳥取市｜令和5年度鳥取県自主防災組織リーダー研修会実施報告書
https://www.nbouka.or.jp/lecture/pdf/2023/report/31tottori_2023.pdf

出 典

鳥取県 鳥取県内市町村、鳥取県消防学校

支援マップとは

支え愛マップと個別避難計画



流域貯留機能の拡大（事前放流の実施・体制構築）

68

取組概要

取組機関 連携機関 なし

万之瀬川水系流域治水プロジェクト【鹿児島県】
https://www.pref.kagoshima.jp/al15/documents/90541_20230807183929-1.pdf

出 典

鹿児島県

補助ダム・利水ダムにおける事前放流等の実施、体制構築【鹿児島県・土地改良区】

万之瀬川水系流域治水プロジェクト
～いつか必ず来る大規模出水に備え、水害に負けない地域づくりに向けて流域が一体となった防災・減殺対策～

令和4年出水における事前放流実施状況



河川施設の老朽化・耐震化対策

69

取組概要

取組機関 連携機関 なし

徳島県における県土強靱化の成果集（令和5年5月策定）徳島県における県土強靱化の成果集
https://www.pref.tokushima.lg.jp/kenseijoho/hodoteikyoshiryo/5041660/

出 典

徳島県

〈流域治水〉

河川管理施設の老朽化対策等により浸水被害を軽減

概要・課題

対策内容 【5か年加速化対策】

対策効果



河川施設の老朽化・耐震化対策

70

取組概要

取組機関 連携機関 なし

徳島県における県土強靱化の成果集（令和5年5月策定）徳島県における県土強靱化の成果集
https://www.pref.tokushima.lg.jp/kenseijoho/hodoteikyoshiryo/5041660/

出 典

徳島県

〈流域治水〉

砂防関係施設の効率的・効果的なメンテナンスと情報発信の推進

概要・課題

対策内容 【3か年緊急対策・5か年加速化対策】

対策効果



森林の整備・治山事業

71

取組概要

取組機関 連携機関 なし

千曲川・犀川流域の減災に係る取組方針 令和4年2月_資料
https://chikuma-kinkyu.com/C8aZPtbs/wp-content/uploads/2023/04/2.pdf

出 典

中部森林管理局

森林の有する水源かん養機能や土砂流出・崩壊防止機能の向上を図るため、森林整備

や治山対策を実施した事例。

森林整備

長野県塩尻市奈良井国有林

長野県塩尻市贄川国有林 除伐

長野県東御市高峰国有林 間伐

長野県信濃町黒姫山国有林 除伐

長野県木島平村往郷国有林 渓間工

長野県東御市高峰国有林 山腹工



想定最大外力を対象とした洪水浸水想定区域図及び家屋倒壊等
氾濫想定区域図の策定・公表（水害リスク情報の空白域の解消）
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取組概要

取組機関 連携機関 なし

流域治水施策集 ＃21
https://www.mlit.go.jp/river/pamphlet_jirei/kasen/gaiyou/panf/sesaku/pdf/r503_sesaku_01.pdf

出 典

河川管理者、下水道管理者、市町村

リスク空白域の解消（浸水想定区域・ハザードマップ）

目的

施策推進のポイント

根拠法令・計画等

支援 施策の内容



被災後の電気、通信機能等のライフラインの早期復旧

73

取組概要

取組機関 連携機関 なし

長野県｜長野県強靱化計画_第4章（平成28年3月）
https://www.pref.nagano.lg.jp/shobo/kyoujinka/kyoujinka.html

出 典

電力やガス、各種エネルギーに関する現状や施策、今後の展開を国土強靱化計画に整理

している事例。

長野県



地域防災計画への反映

74

取組概要

取組機関 連携機関 なし

山添村｜山添村地域防災計画
https://www.vill.yamazoe.nara.jp/life/wp-content/uploads/2021/05/4e8d28fa4d6f138d9f7a0990e9f047b5.pdf

出 典

山添村



ハザードマップ作成・公表

75

取組概要

取組機関 連携機関 なし

山添村｜山添村防災ハザードマップ
https://www.vill.yamazoe.nara.jp/life/hazardmap

出 典

山添村



大規模土砂災害の監視・警戒・避難の体制構築

76

取組概要

取組機関 連携機関 なし

群馬県版土砂災害警戒避難ガイドライン
https://www.pref.gunma.jp/page/11271.html

出 典

群馬県

群馬県では、土砂災害に対する警戒・避難等に関するマニュアル・ガイドラインを作成し、

市町村担当者向けのひな形も併せて作成している事例。



要配慮者利用施設の避難計画作成
要配慮者利用施設の避難訓練の実施

77

取組概要

取組機関 連携機関 要配慮者利用施設

内閣府｜要配慮者利用施設における避難に関する計画作成の事例集（水害・土砂災害）（平成29年8月））
https://www.bousai.go.jp/oukyu/hinankankoku/pdf/hinanjireishu.pdf

出 典

岡山県備前市



避難訓練の実施

78

取組概要

取組機関 連携機関 自治会、自衛隊、警察、消防、消防団

広島県避難訓練の事例集
https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/attachment/573597.pdf

出 典

広島県安芸高田市

安芸高田市：高樋地区自主防災会

組織の概要

活動の流れ

活動当日のスケジュール



教育、啓発活動の実施

79

取組概要

取組機関 連携機関 栃木県栃木市、鹿沼市

令和6(2024)年度 第1回栃木県減災対策協議会
https://www.pref.tochigi.lg.jp/h06/gensaitaisakukyougikai/documents/2024dai1kaigensaitaisakukyougikai_siryou3-3.pdf

出 典

栃木県

防災教育や防災知識の普及

 具体的な取組
出前講座等を活用した講習会（啓発活動）の実施

【ソフト対策の主な取組】
逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取り組み



村民を対象とした防災説明会の実施

80

取組概要

取組機関 連携機関 なし十津川村

防災対策を主題とした地区別懇談会を開催

日 時 ： 令和6年7月25日〜10月10日
（地区別に合計9回実施）

対象者 ： 全村民
内 容 ： 地区防災計画の策定に関する案内、促進

防災倉庫について
防災訓練の実施について

懇談会の様子

工夫した点

① 令和６年能登半島地震の状況について現地で実際に支援を行った職員が当時の状況
を説明した。また日向灘の地震により発表された南海トラフ地震臨時情報から、災害
への備えと村での対応について説明し、改めて自助・共助の重要性について触れ、地
区防災計画の策定を促した。

② 蓄電池やガス発電機等の展示、紹介
③ 様々な内容の訓練を例に、防災訓練の実施について呼びかけた。



関係機関が連携した土砂災害を想定した避難訓練の実施
（資材等の点検管理含む）

81

取組概要

取組機関 連携機関 なし

令和6(2024)年度 第1回栃木県減災対策協議会
https://www.pref.tochigi.lg.jp/h06/gensaitaisakukyougikai/documents/2024dai1kaigensaitaisakukyougikai_siryou3-3.pdf

出 典

栃木県鹿沼市

【ソフト対策の主な取組】
洪水氾濫や土砂災害による被害の軽減、避難時間確保のための水防・土砂災害防止活動の取組

より効果的な水防活動や土砂災害止活動の実施及び水防体制の強化

 具体的な取組
関係機関が連携した実働水防訓練・土砂災害防災訓練等の検討・実施



重要水防箇所等の水災害危険箇所の情報共有と
関係市村等との共同点検の実施

82

取組概要

取組機関 連携機関 総務省近畿総合通信局・奈良県下北山村

陸路の搬送ルートが途絶した場合を想定した想定し、空路による搬送手順の確認と支援

機器及び人員の搬送訓練のほか、役場職員た住民への災害対策用移動通信機器等の操作
体験訓練等を実施することにより、防災意識の高揚と地域防災力の向上を図る目的で実
施。
また、中学生を対象に電波教室を開催し、災害時に利用する無線の仕組み等について学ぶ
機会を提供した事例。

開催日時

日 時 ： 令和６年１１月１３日(水)、１４日(木)
実施場所 ： 下北山小中学校、下北山村役場、

下北山スポーツ公園及び池原公民館

訓練内容

① ヘリコプターによる近畿総合通信局の移動通信機器等（※）の搬送
② 下北山小中学校 後期課程（中学生）生徒への電波教室及び通信機器操作体験
③ 住民参加による通信機器及びLPG エンジン式発電機操作体験
④ 下北山村役場と下北山スポーツ公園及び池原公民館との間等の通信確保訓練
⑤ 耐災害性の高いネットワーク技術を活用した通信網を利用した下北山村と奈良県と

の間の通信確保訓練



土砂災害危険個所の情報共有と関係市村等との
共同点検の実施

83

取組概要

取組機関 連携機関 なし

令和6(2024)年度 第1回栃木県減災対策協議会
https://www.pref.tochigi.lg.jp/h06/gensaitaisakukyougikai/documents/2024dai1kaigensaitaisakukyougikai_siryou3-3.pdf

出 典

栃木県

【ソフト対策の主な取組】
洪水氾濫や土砂災害による被害の軽減、避難時間の確保のための水防・土砂災害防止活動の取組

より効果的な水防活動や土砂災害止活動の実施及び水防体制の強化

 具体的な取組
洪水・土砂災害に対しリスクが高い区間の水防団等との共同点検



上流と下流の市村間で整合の取れた避難指示等の
発令基準の作成

（国土交通省による解説）

84

取組機関 連携機関

淀川・宇治川・桂川・木津川を例に挙げ、上流の隣接自治体の居住地側（堤内地側）からは

ん濫が拡散してくるケースも想定して発令判断基準を設定する必要があることを示してい
る事例。

なし

「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成」解説書

近畿地方整備局HP（淀川管内水害に強い地域づくり協議会、平成24年3月15日）
https://www.kkr.mlit.go.jp/yodogawa/activity/comit/suigai_kyogikai/portal/nb3uba0000001vaw-att/B-01.pdf

出 典



斜面崩壊による河道閉塞に備えた体制の確保

85

取組概要

取組機関 連携機関 なし

内閣府HPより抜粋
https://www.bousai.go.jp/jishin/noto/taisaku_wg_02/pdf/siryo2.pdf

出 典

国土交通省

令和６年能登半島地震による土砂災害対応状況

※令和６年６月１８日１３時３０分辞典

国交省TEC-FORCEとの連絡・連携体制を確保し、大規模土砂災害・河道閉塞に備える

ことが望ましい。


